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1.は じ め.に
アーサー ・セシル ・ピグー(1877～1959)の 経済学における問題意識は,
極めて広範囲に及ぶ。そこには不況 ・失業および所得の再分配,労 働争議を





産物の乖離」(詳 細は後述)と いった独 自の分析上の枠組みに即 して,個 別
事例を取 り上げ,そ れらの原因に言及 し,各 々に対する処方箋を導いている。
本稿では,環 境経済学の形成過程をその源流か ら学説史的にたどるといっ
た筆者の先行諸論文での問題意識を継承 し,議 論を可能な限 りピグーにおけ
る環境問題に限定する。 したがって,以 下の第2章 ではピグーの主著 『厚生
経済学』における資源の枯渇問題,労 働者問題および公共事業の問題などと






区別される。そ してピグーが取り上げるい くつかの環境問題について,先 行
する経済学者からの継承関係 あるいは断絶を検討する。
次に第3章 では,「厚生経済学』で ピグーの取 り上げた主要な環境問題に
ついて,そ の原因と処方箋に関する言及に着目する。そして,現 代の主要な
環境経済学のテキス トが,ピ グーを環境税の積極的な唱道者とみなしている




て提唱 している点を踏まえ,処 方箋の総合性に重点を置いて論 じる。
第4章 では,第 二次世界大戦後の環境 と経済をめ ぐる議論で用いられる社




るとみなす彼の懐疑的 ・否定的な言及に着 目す る。






ピグーは1920年 の主著 『厚生経済学』(初 版)に おいて,環 境(environ-
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ment)と いう語を特殊な術語 としてではな く,周 辺状況(surroundings)
という語 とほぼ同義に,一 般的な用語 として用いている。 したがって同書に




挙 している。そ してその中には,現 在われわれが一般に環境問題あるいは環
境問題に極めて類似 した事態,つ まり自然的な資源の量や質の人為的変化に
関わる事例が大半を しめている。 しか しなが ら,ピ グーが提示 した,最 大且
つ最:通な経済的厚生の実現を阻害する様々な事態は,必 ず しも自然的な資源
においてのみ生起するものではない。 したがって,そ こには環境問題 とはみ
なし得ない事例 も当然 多 く含まれている。つまり,そ こには人工的な資源
や人的な資源の配分問題 も含まれている。ともあれ,環 境問題を含む経済的
厚生に関わる資源配分上の歪みの事例群を ピグーの叙述に即 して,以 下に列
挙 しておこう。なお以下では,主 要な改訂がほぼ終了 した1932年 の 『厚生
経済学』第4版 を基本テキス トとして用いている。
② 世代間における自然的資源の配分上の歪み
『厚生経済学』の第1部 「厚生と国民分配分」第2章 「欲望 と満足」 の叙
述 において,ピ グーは,異 世代間の自然的資源の配分上の歪みについて言及
する。そこではまず,投 資の回収に極めて長期間を要する(a)個 人による植
林事業や,同 じく(b)個 人による土地改良(灌 概)事 業が,将 来的な満足に
対する人 々の過小評価によって困難 となる事態を指摘する。次に同 じ理由か






法の採用,(f)高 速艇の開発 ・普及による石炭の浪費,を 挙げている0)。さ
らにピグーは,19世 紀末から20世 紀初頭にかけてアメリカで推進された,
初代森林局長ギフォー ド・ピンショーを指導者 とする自然的な資源に対する
「保全運動(conservationmovement)」 に理解を示 しつつ,次 章で検討す
るような税や奨励金 といった財政的手法による政府の介入に言及する。
ともあれ この第2章 の叙述において,わ れわれは(a)(b)と いった個人に
よる植林事業や土地改良事業の困難が公共事業 による代行を要請 している事
態と,(c)(f)と いった再生不可能な自然的資源(石 炭)の 利用困難や浪費
問題,そ して(d)(e)と いった再生可能な自然的資源の世代間の配分の歪み,
つまり収奪の問題 とが混交している点を見て取れる。以下では,ま ず,こ う
した混交がより広範に及ぶことを示 し,次 にそれらを整理することで,本 稿
で考察の対象とする環境問題を限定 しよう。
(3)環 境問題と他の資源配分問題の混交
ピグーは同書の第3章 「国民分配分」の叙述 において,(9)野 外広告と地
下資源の探索 とが,自 然美(naturalbeauty)即 ち景観を破壊する事態 を
指摘 し,自 然美や都市アメニティの保全をめざした1907年 制定のイギ リス
の広告取締法を高 く評価する(2)。この景観破壊の事例は,上 述の世代間の自
然的資源の配分問題であるとともに,短 期的 ・同世代的なそれでもあろう。








表1社 会的限界純生産物 と私的限界純生産物(の 価値)が 乖離する事態の3類 型
当 事 者 乖 離 の 状 況
類型1 投資家(借 地人)vs地 主投資家を借地人とする土地所有者が当該投資
家から正 ・負の影響を受ける事態
類型H 投資家 ・生産者vs第 三者 投資家が投資を している商品の生産者以外の
第三者が当該投資家 ・生産者か ら正 ・負の影
響を受ける事態
類型皿 投資家vs生 産者 投資家が投資を している商品の生産者自身が
当該投資家から正 ・負の影響を受ける事態
あるいは客観 的なサー ビス(objectiveservices)の 純生産物全体 のことで,
この生産物 の何 らか の部分 が誰 に帰 属 して もか まわな い」(Pigou,1932,
p,134)も のをい う。 また私 的限界純 生産物 とは,同 じく 「あ る一 定 の用途
または場所 における資源 の限界増加分 に基 づいて生 じる物質 あるいは客観 的
な サー ビスの純生産物全体 の うち,ま ず第1に,そ の売却 に先だ って,そ こ
に資源 を投 ずる ことに責 任のあ る人 に帰属 す る部 分」'(ibid.,pp.134-135)
を いう。 そ して ピグーは この章 において,多 くの事例を挙 げて,投 資家が 自
ら指揮す る生産活動 によ って引き起 こ し,そ の投資家以外の人 々に帰属す る
副次的 な正 および負 の符号 を もった 「物質 」 と 「客観的 なサ ー ビス」 とに着
目す る。 さらに,こ う した事態を,上 の表1の よ うに,3つ のパ ター ンに類
型化 して示す。
表1の 類型1の 事例 として ピグーが取 り上げ るの は,一 方で,地 主 に対 し
て離作料 の支払 い義務 を規定 しない借地契 約が借地人つ ま り借地農業者 の土
地資本投資 を阻害す る事態,つ ま り上 記(b)の 土地改良 による土地資本蓄積
を抑制す る事態 の短期 的な発現 であ る。 他方で,借 地農業者が長期借地契約
の末期 に行 う傾 向にある収奪農法 への規制条項(損 害賠償 ・土壌復元 ・予 防
措置 の義務づ け)を 借地 契約 が欠 く事 態 を もピ グーは取 り上 げ る(ibid.,




類型IIは,投 資家 とその下で働 く労働者 により,こ の両者以外の第三者
(つまり他の投資家および他の労働者)が,正 および負の副次 的な影響 を被
る事態 として特徴づけられている。また別の表現では,「 ある人Aが,第2
の人Bに 何 らかの有償のサービスを提供する際に,同 様のサービスの生産
者ではない他の人 々に,付 随的にサー ビスあるいは負のサー ビス(dis-
service)を 提供するが,そ れは受益者側か ら支払いを取 り立てたり,被 害
者のために賠償金の支払いを強要することができない類の事態」(ibid.,











(P)都 市の住宅地での工場建設に伴 うアメニティの破壊,(q)住 宅地での 日
照権の侵害,(r)密 集地での建築が空き地や遊び場を狭めることによる住民
の健康被害や作業能率の低下,(s)自 動車の轍 により近隣住民が被 る迷惑
(通行不便や泥はねなど),(t)酒 類の生産販売 による治安の悪化,(u)海 外
投資の確保のための追加的な外交 ・防衛費用の発生,(v)妊 婦の出産前後の
労働が子供の健康に及ぼす悪影響,な どが挙げられている(ibid.,pp.185-





用の発生(第 三者が行っていた放牧や森林 レジャーの場の喪失など)に つい
て,予 告的に言及 している点(ibid.,p.134)を 付言 してお く。
さらにこの第9章 では,(x)い わゆる顕示的消費の結果 として人々の満足
が相互に変動するといった心理的な反作用,(Y一])独 占的競争における競争
広告,(y-2)双 方独占において見 られる労働者や顧客を搾取する 「不当な駆
け引き」と 「取 り引き上の詐欺」,こ れらについても社会的限界純生産物が
私的限界純生産物を下回り資源配分上の歪みが生 じる事態として,ピ グーは
指摘 している(3)。
そして最後の類型皿に関 しては,第10章 「産業形態 との関連における私
的および社会的純生産物の乖離」 において,投 資家が投資 している商品の生
産者自身が負の影響を被 る事態,つ ま り社会的限界純生産物が私的限界純生
産物を下回る事例 として,大 企業 において労働者の潜在能力が未発達となる,
いわゆる(z-1)労 働者の疎外状況が指摘される。 また,ピ グーは逆に社会的




なお,以 上の事例のほとんどが既 に1912年 の前著書 『富と厚生』 において
列挙されていることを付言 してお く。
以上か らわかるように,列 挙 されている多 くの事例の全てが,必 ず しも環
境問題とは見なされ得ない。よって次第では,「厚生経済学』 における環境





以上の第2章(2)で,わ れわれは(a)(b)の 事例を,個 人による植林事業や
土地改良事業の困難が公共事業 による代行を要請 している事態 と捉えた。ま
た(c)(f)の 再生不可能な自然的資源(石 炭)の 採掘困難や浪費問題を自然
的資源の枯渇問題 とみな した。そして(d)(e)の 再生可能な自然的資源の収
奪問題 こそが環境問題であるとする考えを示唆 した(4)。以下ではこうした3




表2で は新たな範躊 として,「 人的資本(資 源)の 問題」 を設定 した。 な
ぜな らば(n)基 礎科学の発展による高度な実用技術の創出と,(v)妊 婦の出
産前後の労働が子供の健康に及ぼす悪影響,の2つ の事例は旧分類に収まら
ないか らである。前者は,大 学や公的あるいは民間の研究機関が行う基礎研
究が,特 許取得の有無に関わ らず,中 長期的には社会全般 に波及 して人的資
本に体化され,そ れが応用研究を推進 し,新 たな商品やサービスとして社会




































(s)道 路の轍(修 復不全)の 近隣迷惑
(t)酒 類の生産販売による治安悪化
(U)海 外投資確保の為の外交費増大
人 的 資 本 問 題
(n)基 礎科学の蓄積と実用化










グー自身が直面 し,あ るいは発見 した事態であると共に,既 に先行する経済
学者が言及 した り社会改良家がその解決を模索 したものであった。次第では,
以上の環境問題群における主要な事例について,先 行者から多 くを継承 して
いる側面とむ しろ断絶が認め られる側面について言及する。
㈲ 例示された環境問題群における先行者からの継承と断絶
まず第1に,資 源収奪 的な漁業(繁 殖期 の乱獲)と 農業(短 期的な土壌成
分の収奪)の 事例 に着 目しよう。前者 につ いて は,そ れ が シ ジウ ィ ックの
1883年 の 『経済学 原理』 か ら継 承 した もので あ る こと(§idgwick,1883,
p.410)(5),そ して後者 について も1893年 のニ コル ソ ンの 『経 済学 原理 』 か
ら引用 した ものである こと(Nicholson,1893,p.418)が,ピグー自身 によっ
て注記 されてい る(Pigou,1932,p.175)。 な お,土 壌 収奪 が借 地契 約 の末
期 に短期的 に生 じる事 態につ いては,『 厚生経済学』 の初版 が 出版 され た翌
1921年,「 戦争 の経 済学』(初 版)に おいて,戦 時 に資本設 備 の修理 や更新
に要す る資 源を短期 的な経済 力の膨張に振 り向 ける傾向 との類似が指摘 され
ている。つ ま り 「土 地の養分 を枯 渇 させ る作物を穫 り入れ なが ら,し か も適
当な施 肥 で その分 を補 わ な い」 事 態 と して特徴 づ け られ て い る(Pigou,
1921,p.39)。 なお,こ うした伝統的 な輪作体 系 の撹 乱 には作 物 の密植 化 や
休耕 の中止 も含 まれ よう。 ともあれ,こ う した叙述 は リカー ド由来 の 「土壌
の本源 的で不滅な性質(力)」 の体現者 こそが地 主で ある とみな す他 の箇所
で表明 され ている ピグーの土壌観(Pigou,1932,p.656)と自己矛 盾す る。
鉱物 を中心 と した無機物 と有機物,微 生物 と生物,そ して水 と空気か ら構成
され る生態系 と しての土壌 は,特 に生物群 に可滅性 が発現 しやす く,ま たこ
の生物群 と有機物 とが長期的 に肥沃度 を強 く規定 す る。 したが って リカー ド
とピグーが共 に主 張す るよ うに,土 壌 が本来 的に不 滅的で あるな ら,そ もそ
も土壌収奪 とい う現象 は発現 しない ことにな る。
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第2に 指摘で きるのは植林問題 につ いてである。 ピグーが環境 問題 と して
提示 す る植林 に よる気 象の緩和 につ いては,既 に シジウ ィックが 『経 済学 原
理』 において指摘 してい た(Sidgwick,1883,p.413)。それは,降 雨量 を緩
和 し平準化 す ることで国民を利す るに もか かわ らず,私 的企業 はその近視 眼
のために当該事業 を遂 行 し得ない ことの指摘で あ った。 また同書 では,良 い
位 置 での灯 台建 設 が フ リー ライダ ーを伴 う事 態 も指 摘 され て いた(ibid.,
p.412)(6)。 そ して これ らについては,ピ グー自身 も出所 を注記 してい る。 な
お,森 林 の多面 的な機能 についてはそれ以前 にラスキ ンが多 くを指摘 してい
る(大 森,2002,p.156を 参照)。
第3の 論点 は工場 の煤煙 問題 についてで ある。マ ーシ ャル は煤煙 問題 を主
と して家庭 での燃焼装置(か ま どやス トー ブ)に 起因す る ものとみな してい
た(大 森,2003,p.125)。 しか しなが ら,ピ グー はむ しろ問題 を工 場 の燃焼
装置 に起 因す る ものとみな してい る。 よって,マ ーシャル はその解決策 と し
て,各 家庭か らの煤煙 を一 ケ所 に集 約 して技術的 に除去す る構想 を述べて い
るが,次 章で詳述す るよ うに,ピ グーは工場にお ける燃焼効率の改善 による
問題解決が十分 に可能 である とみな してい る。
第4の 論点 は,主 に都市部 における,上 記の煤 煙問題を含む大気汚染,日
照権 の侵害,公 園や遊歩道 や運動場 な どのオー プンスペ ースの未整備 および
自然美の破壊 といったいわゆるアメニテ ィの保全問題で ある。 『厚生経済学』
にお けるこの種の環境問題 の指摘 は,す でに初版 において確認 で きる。そ し
て,ア メニ ティ問題 に関す る同書 での言及 は,ほ とん どその ま ま1914年 の
講 演録 『住宅 につ いて の講義』 にお け る叙 述 の一 部 を再録 した もので あ る
(PigouandRowntree,1914,PP42-43)。1908年にマー シャルか らケ ンブ
リッジ大 学の経済学教授の ポス トを禅譲 される とともに,労 働者の住宅問題
に集 約 され るアメニテ ィ保全へ の問題意識 も'継承 されてい る。 しか しなが ら








「直接関係ない人々」が 「費用(costs)」 を被 ることにある(8)。こうした事
態は,J.S.ミ ルが取 り組んだ入会地(commons)の 保存問題(9)と類似する。





めた土地保有改革:連盟(1871年 設立)に おける政治的実践を導 いた。 そし
て,ミ ルの環境倫理は,彼 の関与 した入会地保全協会(1866年 設立)の 主
要メンバーが,彼 の死後に興 したナショナル ・トラス ト(1895年 設立)の
運動に体現 されることになった。 ミルのこうした田園地域でのオープンスペー
スの保存運動は,マ ーシャルの 『経済学原理』において,都 市アメニティ保
全の理論と政策として継承されている。 しかしながら,わ れわれは,ピ グー
の提示する森林焼失の事例か ら,ミ ルの環境倫理や入会地保存の理論 と実践
が積極的に継承されている痕跡を読みとることはできない。とはいえ,ピ グー
が田園地域さらには都市部において,野 外広告が自然美を損ねる事例を提示
するところに,ス ミス由来の自然美への讃歌が ピグーにまで正 しく継承 され
ていることを確認できる。





まえて,1960年 にロナル ド・コースは論文 「社会 的費 用の問題」 に お いて,
主人公 を肥育牛 にかえて,そ の食害 を環境 問題 の典型的 な事例 と見 な して法
状況 と経済 の関連 を分析 し,併 せて ピグー批判を展開す るの である。
3.『 厚生経済学』 における環境問題の原 因と処方箋
(1)土 壌収奪の原因とその抑制策
以上 の第2章 ㈲で指摘 したよ うに,中 長期 の借地 契約の末期 に,土 壌 の肥
沃度を極端 に損 なう土壌収奪 が借地農業者 によ って行われ る傾向の指摘 それ
自体 は,ニ コル ソ ンか らの引用 である。 そ してその原因 につ いて も,同 じく
引用 し,「 農民 が,彼 の資本 をで きるだ け多 く回収す るため に,当 然 且 つ露
骨 な努力 を して,土 地 か ら多 くの物 を取 り去 る」 こ とによ ると して い る
(Pigou,1932,p.175)。 一 見す ると,原 因は資本家の本能つ ま り 「飽 くな き
利潤 追求」 にあ る,と い った通俗的 な指摘 にと どま るかのよ うであ る。
しか しなが ら,土 壌収奪 に関す る ピグー自身 の議論 は より複雑 であ る。 ま
ず,原 因は借 地禦約の不備,つ ま り 「借地期間末 におけ る土地 の状態 につ い
て何 ら規定 しない…幼稚 な形式 の契約(primitivetypeofcontract)」に あ
ることが指摘 され る(ibid.)。 そ して,借 地農業者 が地主 に与 え る損 失 お よ
び利益 に関 して,そ れぞれが双方か らなされ うる補償(compensation)に
つ いて個 別条 項で規定す ることの必要性 と,実 際 は既 にそれ らが契 約 に織 り
込 まれてい る点が付言 され る。なお個別条項で は,借 地農業者 か らの補償 に
ついて,彼 ら自身 による 「借地可能 な状態へ の修復(tenantablerepair)」
(復 元)や それが不可能 な場 合の 「罰金(monetarypenalties)」(賠償 ,
および 「借地農業者 が地方 の耕 作慣行か ら離れ ることの禁止 」(予 防)が 規
定 され るこ とにな る(ibid.,p.177-178)。 他方,地 主 か らの補償 につ いて は





業者が離脱す ることを認 めた,1906年 の借地法(AgriculturalHo正ding
Act/農 地保有法とも訳 される)に も言及 している。 そこからは借地農業者
と地主 との間の雑作時の補償をめぐるせめぎ合いにとって,借 地法がその前
提的な枠組みとなっていることが読みとれる。なおピグー自身による言及は
ないが,テ ナント・ライ ト補償研究の権威である椎名重明によれば,こ うし
た両者のせめぎ合いと借地法の関連が,1908年 の借地法改正において,一
方で借地農業者に作付け(連 作)と 販売の自由を認め,他 方で有機質の施肥
による土地の荒廃への予防措置を義務づけたことか ら見て とれ る(椎 名,
1984,pp.112-115)。 この点に着 目すれば,借 地法それ 自体の不備 もまた土
壌収奪の原因として指摘できよう。
なお,同 じくピグー自身は直接指摘 してはいないが,第2章 ⑤で言及 した
ように,彼 は栽培作物種の変化が土壌収奪の技術的な原因である点を認識 し
ていたようである。 また椎名が指摘するように,当 時進行中の農業の 「工業




な措置を明確に規定 し,そ れに則 して,個 別的な借地契約において,予 防措
置,復 元措置,損 害賠償(罰 金)に ついて,借 地農業者と地主とが具体的な
協定を結ぶ こと,そ してそれを必要に応 じて改訂 していくことであったと考
え られる。
② 煤煙の原因とその防止策
既述のように,ピ グーにとっての煤煙問題とは主 として工場か ら排出され
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る煤煙 による ものであ った。 そ して当時 は,一 部 の工場 で既 に煤煙 防止装置
(smoke-preventingappliances)が導入 されて いたことが示唆 されて いる。
さ らに,技 術 的には無煤 煙化が可能で あると もピグーは考え ていた(Pigou,
1932.p.184)o
ピグーの認識 においては,煤 煙 防止 技術 は同時 に燃焼効率 を改善す る技術
で もあることか ら,主 として石炭燃料 の節約 とな り,「 使用 者 に と って直 接
利益 となる」。 そ して,煤 煙防止 が 「ペイ」す るに もかかわ らず,「 単 なる無
知 と惰性(mereignoranceandinertia)」が その装置 の導 入 を妨 げ てい る
とみなす(ibid.)。 こ うした根本 原因の指摘 は,『 厚 生経 済学 』 の初 版 の み
な らず,そ のた たき台 と も言 うべき1912年 の 『富 と厚生』 に まで た どる こ.
とがで き,現 代か ら見て極 めて先駆 的であ る。 なぜな らば,先 進 国が 「汚染
防止はペ イす る」 とい う考 え方(Royston,1979)に 到達 したの は,政 府 の
指令統制手法(commandandcontrol)によ る直 接的 な規制 が煙 突 や排 水
口での末端処理(endofpipe)と して普及 し,そ して二 度 の石 油危 機 を経
験 した1970年 代 の末 であ ったか らで ある(た だ しピグーの時代 では石炭 を,
われわれの時代では石油を浪費 して いたとい う違 いがあ る)。
では,こ のよ うな原因 に対 して ピグーの処方箋 は どのよ うな ものであ った
のか。 ピグーはまず,所 有権 と利用権 の重畳 に起 因す る類型1の 環境 問題 に
適用 できる,二 者 間の契約の改訂 といった処方箋 は,煤 煙問題 を含 む近 隣妨
害(nuisance)型 の類型IIの 環境 問題群 に は適 用 で きな い と指 摘 す る。 そ
して,「 国家がそれを選ぶ な らば」 とい う限定 を付 して,「 特別 な奨 励」 と
「特別 な制限」つ ま り奨励金 と税(bountiesanctaxes)を処 方箋 と して提
示する(ibid.,p.192)(lo)。 しか しなが ら,果 た して,こ う した財政 的 な処方
箋 は煤煙 問題 に適用 でき るのであ ろうか。9
ピグーはこの種 の税 が既 に導 入 されてい る事例 と して,ア ル コール飲料へ
の特別税,ガ ソ リン税 および 自動車 免許 税をあげる。またそこでは,マ ーシャ
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ルが 「経済学原理』の初版で提案 し,ま た王立労働委員会(189]～1894年
所属)ω)で提案 した,.都市の密集地域で建築物を建てる人に対 し公園や運動
場などのオープンスペースを確保する費用として寄付の強制をする考えを紹
介する。なお後にこの考えは,マ ーシャルにより 『経済学原理』第5版 以降,
「空気浄化税(freshairrate)」 の提案に変更 される。
このように,マ ーシャルがオープンスペースを代替的な場所で現物 として
確保すること(公 園造成)を 目的とした点に比 して,当 時のガソリン税と自
動車免許税の収入が道路の拡張に特定化されてしまい,道 路修復には特定化
されない点を,ピ グーは 「不完全」であるとみなす。 したがって,実 際にピ
グーは煤煙問題の処方箋として税や奨励金の導入を全 く想定 していないので




べている(Pigou,1935,p.ll9)。 しか しなが ら,は た して,課 税をイ ンセ
ンティブとして本来的に 「ペイ」する煤煙抑制の技術革新が起こり,そ れが
普及する事態を,補 助金の交付によってそれを実現するよりもふさわしい選
択肢 とピグーはみなしたのであろうか。あるいは,直 接規制のほうが,工 場
主に 「単なる無知と惰性」か らの覚醒を鋭 く促すものではなかろうか。 しか
しながら,こ うした議論はピグーにとって,も はや不要なものであろう。な
ぜならば,『厚生経済学』における当時のガソリン税および自動車免許税 に
ついての 「不完全さ」の指摘は,次 章で検討するように1937年 の 『社会主
義対資本主義』での,両 体制がそもそも煙害の被害の認定と算定に際 して本
来的な 「不完全さ」を克服 しえないという主張に連なるからである。つまり
両体制では共に,知 識や情報の制約か ら税額の確定が不可能とな らざるを得














市部への過剰な人 口流入を見越 した地主階級の土地資本投資(開 発および再
開発)に あるとみなした。 こうした理解は,「個人的効用 と社会的効用の乖
離」あるいは 「私的利益 と社会的利益の対立」の発現がス ミス的な自由放任
の限界を画 し,政 府介入の正当化を要請するというシジウィックが指摘 した
論点の継承であった。そしてマーシャルは 『経済学原理』において,シ ジウィッ
クの純理論的な認識を,自 らが解 くべき現実的な課題である労働者の住環境
問題に即 して深めたのである。その結果,既 述のように,具 体的な解決策と
して同書の第5版 では,一 方で地方税としての 「空気浄化税」を地価を基準
に地主 に課 し,開 発により消滅する空き地に相当する面積の公園や運動場を
その税収で創設する方法(同 時に開発抑制効果 も有する)を マーシャルは提
案 している。また他方で,当 局による直接的な規制措置として建築物の建ぺ
い率と高さの制限を提案 している(大森,2003,p.130)。
これに対 してピグーは,『厚生経済学』において,既 述のように1914年 の
講演録 『住宅についての講義』 での住環境問題 に関す る叙述(Pigouand
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して,ひ きつづいて建物の密集度や高さの制限や 「美観と大気 と陽光 といっ
た集合的問題」,即 ち地域社会における自然的公共財あるいはアメニテ ィの
劣悪化問題が,ガ スや水道といった社会資本(人 工的公共財)1と 同様に処理





富裕者居住地か ら調達すべきことに加えて,都 市近郊では開発抑制地域 と開
発促進地域の線引きを必要とすることなどの付帯的な提案を含む,よ り包括
的で当時としては先駆的なものであった。それと比較するとピグーの 「厚生





取 り上げ方には,確 かに,彼 の時代にかなり急速に政策的な対応が進んだと
いう時代的な背景がある。とはいえ,そ こにはむしろ,ミ ル,シ ジウィック
そ してマーシャルとも異なる,経 済と倫理あるいは経済学 と倫理学 との関係
性について,ピ グー独自の否定的な理解が潜在すると考えるべきであろう(聖2)。
なお前節で見たように,ピ グーは税や奨励金による環境問題の解決に言及
する際,な ぜか,マ ーシャルの 『経済学原理』初版以来の旧説である 「強制
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的な寄付」を取 り上げながら,第5版 付録Gで 新説 として展開された 「空




『厚生経済学』において,ピ グーはあくまでも,環 境問題を資源配分上 の
歪みを結果する諸々の事例群の一部として,「社会的限界純生産物 と私的限
界純生産物の乖離」 といった分析の枠組みに即 して特徴づけている。 しかし
ながら,第2次 世界大戦後になって,環 境問題を主題としてとりあげ,ピ グー
の議論を批判的に検討 した主要な経済学者は,後 述のように,主 として社会
的費用(socialcost)と いう概念を環境問題の分析ツールとして用いること








端緒的に用いている。この叙述は環境問題 とは直接関連 しないが,資 源配分
上の歪みに結果する事態の指摘である(Pigou,1932,p.189)。 次に同 じ・く
第2部 第22章 「産業の公営」において,自 治体が公営事業を行 う際に調達
しうる安い(利 率の)借 入金の社会的費用 と私的企業が同様な事業を行う際
の高い(利 率の)借 入金の社会的費用は,事 業の失敗を想定すれば同一であ
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る,と いう文脈 において,こ の用語 は危険負担 とい う意味 で用い られてい る
(ibid.,p.393)。 ここで も前者 と同様 に,議 論 は環境 問題 に直 接 関連 づ け ら
れてはいな いQ
その後,社 会的費用 の概念 は1935年 の 『実践 経済学』 にお いて,ウ サギ
によ る食害 や煤煙防止 といった環境問題へ の適用可能性 を示 唆す る もの とし
て,『 厚生経済学』 で例示 した酒類 の生産販 売事 業に よって治 安 が悪化 す る
事例(環 境 問題 とはみな しえ ない事例)を,再 度,取 り上 げる際 に用 い られ
る。 ピグー は,警 察力の追加的な増強 に要す る費用が,「 社 会 的 に見 れ ば」.
酒類 の生産 販売会社 の事業費の一部で あるに もかか わ らず,会 社 に とっての
経 費 とはな らないことに言及す る。 そ して事態 を 「投資 の社 会 的費 用(so-
cialcost)が 私 的喪 用(privatecost)よ り限界 にお いて大 きい」 場 合 で あ
ると特徴づ けている(Pigou,1935,p.118)。 こ こには ピグー 自身 の言 葉 で
は表現 されていないが,「 社会 的費用 と私 的費用 の乖離」 が 『厚 生経 済学 』
での 「社会 的限界純生産物 と私的限界純生産物 の乖離」 の言 い換 えである こ
とが示 唆 されて いる。
さらに,わ れ われ は以上の用語法が,1937年 の著 書 「社 会 主義対 資 本主
義』 において,酒 類 の生産販 売の事 例 とともに,煤 煙や植林 といったま さし
く環境 問題 の事 例へ の言及に際 して,踏 襲 されて いることを認 めることがで
きる。 しか しなが ら,そ こで は 「社会的費用 と私的費用 の乖離」 が,た とえ
原理 的には奨励 金 と課税 の制 度 によって補正 され うるに して も,実 際 には奨
励金 や課税 の金 額の量的確定が困難 で あることに議論 の焦点が移されている。
しゑ も,そ こで は資本主義体 制 にお けるこう した困難 は社会主義体制 におい
て も同様であ ると主張 されて いる(Pigou,1937,pp.42-44)。次節 で は この
論点 を明 らか にす る。
なお,こ の節 の冒頭 でふれ たように,戦 後 にな り経済学 と環境破 壊 の第2
のメ ッカとな ったアメ リカで1950年 にK.W.カ ップの著書 『私的企 業 と社
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会的費用』が書かれ た。 そこでは,ピ グーのい う 「社会 的費用 と私的費用 の
乖離」の大 きさそれ 自体 が,環 境 問題 における人 的あ るいは物的な被害額 の
大 きさと して問題視 され,そ の被害 あるいはその算 定額 こそが社会的損失 あ
るいは社会的費用 と(両 概念 の明確 な 区別 を欠 き なが ら)み な されて い る
(Kapp,1950,pp.13-14)。 他方,1960年 の コース の論 文 「社 会 的 費用 の 問
題」において は,環 境問題 に際 して発生す る損害賠償 あ るいは差 し止 め費用,
さらには両者の いずれか を代替 しうる予 防費用 な どに焦 点が当て られ ている
(Coase,1988)。 そ して明示的 にではないが社会 的費用 とは加 害 者 と被害 者
のいずれかが問題解決の ために支払 う費用 である ことが示唆 されて いる(14)。
② 環境問題にとっての 『社会主義対資本主義』




産資源の配置」で行われている(Pigou,1937,pp.42-49)。 そ こでは,『 厚













返 し言及 されている。すなわち,中 央計画当局が全知全能ならば 「私的限界
費用と社会的限界費用との差額」 は算定され甚斗酌されて,「 理想的な資源配
分」を確保 しうるが,そ れを可能とするための必要な資料を欠いてお り,ま
た将来的にも欠いたままであろうとピグーは判断する(ibid.,p.109)。 そ して
ピグーの指摘どおり,わ れわれは21世 紀を迎えても,厳 密な意味でのピグー
の言 うところの奨励金や税を,環 境問題の解決に適用 してはいないのである。
とはいえ,同 書で ピグーが将来 に向けての主 たる傾向として示唆したよう
に,そ の後,先 進諸国では,独 占の規制や産業の部分的な国有化なξの領域
で,紆 余曲折を経ながらも漸進的な改良を行っている。また環境問題の領域
では,1960年 代末か らの環境立法による直接規制に加え,ピ グー的な厳密
さを多 く欠 くものの環境補助金を同時期に導入 した。そして90年 代にいたっ
て,同 じく厳密さを欠 く暫定税率の環境税を導入するといった漸進主義を採
用 してきたのである。




棄物を(一 定量を超えない限 りで)付 随的な正のサービスが物質化 した形態
(有機肥料)と して土地 に還元してきた過程が 「工業化」され 「化学化」 さ
れることで,引 き起こされた事態であった。そして,こ うした借地農業者の
獲得する利潤には,事 後的に土壌復元費用や損害賠償費用 として取 り崩され
て地主に移転 され,あ るいは事前に予防費用(有 機肥料の一定量の投入義務
づけ)と して 自らに拘束されるある種の 「可滅的な(destructible)」 部
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る,あ るいは賃借 している用地の内外に埋設 ・投棄されることについてはほ
とんど言及 していない(17)。しか しなが ら,土 壌収奪的な農法についてのピグー
の理論的考察と処方箋(借 地契約における土壌収奪への予防 ・復元 ・賠償規
定の明確化)の 提示は,工 業における借用地内での廃棄物の埋設 ・投棄の問
題に対 しても十分に適用 しうるものである。
農業での土壌収奪の事例において,ピ グーは地主を 「本源的で不滅の価値」
の保持者(人 格化)と みなす。そ して,こ の価値の再生産が自己の再生産の
基盤であるがゆえに,借 地農業者のひきおこす土壌収奪的な行為の規制者 と
して,地 主は借地契約の更新に際 して積極的に機能する,と ピグーはみなし
ている。また,地 主による収奪規制的な機能の発揮(18)を,地 主 による借地
農業者の土地資本投資の阻害を排除することと共に,実 定法が促進するべき
であることについて も言及 している。 こうした自然的資源としての土地の価
値を維持 ・管理する地主の機能について,ピ グーが行 った理論的な洞察は現
在でも有効である。実際に,1980年 制定のアメ リカの包括的環境対処保障
責任法(ス ーパーファン ド法)や1998年 制定の ドイツの土壌保全法,そ し








工業用地(商 業用地および住宅地でも同様)の 土壌汚染 も原則的には,ピ
グーの指摘 したように,地 主 と借地人の間の賃貸契約とその改訂において予
防,復 元,賠 償について規定あるいは再規定することで将来的に抑制 しうる。
そこでは地主における土地の価値保存を志向する機能が発揮 されるからであ
る。 しか しなが ら,な お汚染物質の特定などについては,立 法上の規定を必
要 とする。 そしてその場合,農 業用地 と異なり,農 産物の量や質への影響 と
いった基準ではなく,そ の用地に出入 りする人々や近隣住民の人体への影響
を基準とすることになろう。 また,実 物的な土壌復元が社会的に要請 される
場合,一 般 に汚染の原因者として借地人がその義務を負うと考えてよい。 し
か し,原 因者が特定できない場合や既に存在 しない場合については,地 主が
義務を負うのか,ま た地主が全ての義務を負えない場合には政府がその一部
を負うのか,あ るいは他の利害関係者(汚 染者への投資家)も 義務を負うの
か,こ うした分担についても法的に明確化する必要がある㈹。それはいかな
る地主であれ,次 世代以降において,当 該所有地の価値の総体を国家に代わっ









分けており,そ の概要は既に第2章(3>で 表1に 示した。そ して,そ のうちの
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類型Hは,投 資家 とその下で働 く労働者 が両者以 外の第三者(つ ま り他の投
資家お よび他の労働者)に,正 および負 の副次 的な影響 を及 ぼす事 態 と して
特 徴づ けられた。 また,ピ グーによる同一 の事 態についての もうひとつの説
明では,サ ー ビスという語が,次 の様 に用 い られていた。 つ まり,乖 離 が発
生 す る事 態 とは,労 働者 による投資家へ の有償 の正 のサー ビスが,第 三者 へ
の無 償の正 のサ ー ビスを伴 う場合 と,無 償 の負 のサー ビス(dis-service)を
伴 う場 合なのであ る。 ここに は,労 働者 自身が行 うサー ビスに,第 三者 への
正 あるいは負 のサー ビスが本 源的 に結合 して いるこ とが示唆 されてい る。 さ
らに,前 節 で指摘 したよ うに,類 型1の 借地農業者 による土壌収奪(地 主へ
の負 のサー ビスの提供)の 事 例において,「 可 滅的な」 利 潤 の潜在 化 が含意
され ていた と見 なせ ば,こ の類型Dで 指摘 され た第三者への負のサー ビス も,
同様 に,投 資家 において発現 する 「可 滅的な」 利潤の潜在化 の原因で あるこ
とが推察で きよ う。
ちな みに,ピ グーによるこのよ うな付 随的な負のサー ビスとい'う表現 は,
ジ ェヴ ォンズが1879年 の 『経済学原理』第2版 で発見 したに もかかわ らず,
結局,マ ーシャルが都市 のアメニ テ ィ保全 問題 へのアプ ロー チにおいては継
承 し得 なか った負 の効用(dis-utility)概 念 と負 の財 貨(dis-commodity)
概念 が,表 現形式を変えて再登場 した ものであ る。 しか しなが ら,こ れは ピ
グーが ジェヴォ ンズか ら継承 した とい うよ り,彼 自身 に よる事態の 「再発見」
と見 なすべ きであ る。 なぜな らば,『 厚 生経済学』 には この継 承 関係 を示 唆
す る叙述 はないか らであ る。 さらにこの負 の労働 あ るいは負 のサー ビスの再
発見は,ミ シャ ン以降 現在 の環境経済学 が用 い る 「バ ッズ(bads)」 概念
の発見 に連 なる ことにな る。
② 実践的な含意










1980年 代以降,先 進諸国では環境管理の強化を企業が 自主的に押 し進め
ている。そ して多 くの企業において,こ の過程に労働組合や個々の労働者が
積極的に関与 している。こうした事態は,労 働者の労働過程における疎外の
みならず労働それ自体の自然環境か らの疎外を克服 しうる可能性を示唆して
いる。 ピグーの用語を用いれば,労 働に結合 している対他的な 「負のサービ




既に見たように,ピ グーは 『厚生経済学』において,政 府が欲する限りで,
環境問題の解決に財政的手法を導入することは原理的に可能であると見なし
ていた。つまり課税については,総 論次元での理論的構想 としては肯定的で
あった。 しか しながら,当 時の既存の施策については,む しろ否定的な評価
をピグーは下 していた。そして 『社会主義対資本主義』に至 っては,以 上の
課税策への評価をはっきりと転換 し,実 際の導入について全般的な批判を展





既に言及 したように,ピ グー自身は 『厚生経済学』において,マ ーシャル
が 『経済学原理』 第5版 付録Gで 提起 した都市 アメニティ保全のための






路修復には特定化 されない点をピグーは 「不完全」であると評価 していた。










れている乗鞍環境保全税が,環 境修復(植 生回復や監視強化)の ために道路
利用者に課せられる制度として,有 料道路の償還期間終了に際して導入され
た。また同 じく2003年4月 から,高 知県でも森林の保全を 目的 とした森林
環境税が施行 されている。 これらは,お そらくピグーも是認 しうるマーシャ
ル的な地方環境税の先駆的な導入事例であるといえよう。
2003年11月 の本稿執筆時点で,我 が国では1997年 の京都議定書に即 し
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た地球温暖化対策の一環 として,温 暖化対策税の全国的な導入が構想 ・検討
されている(中 央環境審議会他,2003)。 具体的には,化 石燃料 に対 し主 と
して輸入段階で低額の税(末 端におけるガソリン1リ ットル当たり2円 程度)
を課すことが提案 されている。そして,課 税による化石燃料の消費の抑制 と
税収か らの温暖化対策事業(植 林を含む)へ の助成金の還流が目指されてい
る。よ■って,そ こでは,ピ グーが指摘した被害算定と課税額の確定にまつわ
る困難という問題点は,度 外視されているというよりも巧妙に回避されてい
る。つまり,二 酸化炭素の排出削減における技術革新(省 エネルギー対策 と
新エネルギー対策)の 誘発に投 じうる補助金の総額か ら課税総額が主 として
算定されている。マーシャルの空気浄化税の構想では,使 途を環境復元事業
(主に公園造成)に 特定化 し,そ の財源調達のために課税額を導 く手法 によ
り,都 市開発で喪失するオープンスペースの実物的な代替復元が目指 されて




認できる。 とはいえ,温 暖化対策の技術革新を誘発す るための財源を温暖化
対策税に求めることが,果 たしてピグー以降,特 にコースに負うところの多
い排出権取 り引き制度の導入による技術革新の促進策 に比 して,よ り確実な
成果を期待できるかについては疑問が多 く残 る。
6.お わ りにか え て
第3章(2)で 触 れたよ うに,ピ グーは 『厚生経済学』 にお いて煙害 に代表 さ
れ る大気汚染 の技 術的な規 制が中長 期的 には導入者 に有利 となる こと,換 言




煤煙化が可能であり,煤 煙防止技術は同時に燃焼効率をも改善 し,石 炭資源
の節約ともなると見なしていたのである。そして煙害防止が 「ペイ」するに
もかかわ らず,企 業あるいは工場主の 「単なる無知 と惰性」が新技術の導入
を妨げていると考えていた。
しか しなが ら,わ れわれはこの重要な論点を,オ イルショック後に再発見




かについての検討を,一 つの課題 として担 うことになろう。なお大気汚染を
対象としたピグーの指摘が,彼 がほとんど触れていない当時の水質汚染や土
壌汚染にも適用 し得たかどうかについて も,考 察すべき課題 として残 されて
いる。
また第4章(1)で はピグーの社会的費用概念が,『厚生経済学』以降の著作
において,社 会的限界生産費としてよ り明確にされ,あ る財の生産に伴 う
「社会的限界純生産物と私的限界純生産物の乖離」 とは 「社会的限界生産費
と私的限界生産費の差異」 と換言できることがわかった。そ してピグー以降
の環境 と経済をめぐる戦後の議論 においては,こ の差異の机上の計量ではな
く,こ の差異をうめるために具体的 ・現実的に実行されている経済行為,即
ち賠償金の支払いやそれを代替 しうる予防措置の導入についての考察に移行
していることにも言及 した。今後の研究は,こ うした論点の移行が何 らかの
方法論次元における反省を伴い,ま たこの次元での何 らかの深化 ・発展に起
因するものであるか否かについても検討課題として担うことになろう。
なお,以 上の論考において用いながらも,本 文および注釈で挙げることが





(1)こ の(c)～(f)の4点 の指摘は,1912年 のピグーの前著 「富と厚生』 には
なく,ま た 『厚生経済学」初版(1920)で は,(c)の 劣等炭坑の採掘不能化の
指摘を欠く。その代わりに,初 版には 「配慮を欠いた森林伐採」が挙げられて
いる。だが1924年 の第2版 以降はここで用いている第4版 と同様な叙述内容
となっている。





(3)ピ グーは,誤 った見解 として,新 しい生産手段により生産された商品の出現
で古い生産手段による同一の商品が減価を余儀な くされるときに,そ の損失を




(4)ち なみに1935年 の 『実践経済学』においてピグーは,量 的に有限で消耗さ




(5)シ ジウィックの指摘に先立って,J.S.ミ ルは 『経済学原理』第1編 「生産」
第1章 「生産要件」第4節 で,規 制されない河川漁業において魚類資源の枯渇
が生じることに言及 している(Mil1,1965,p.30)。










の 叙述 を 誤 解 して い る(Coase,1988,p.138)。
(9)ミ ル の 入 会 地 に 関 す る言 及 につ いて は筆 者 の先 行 論 文 を参 照 され た い(大 森,
2002)。 ま た,入 会 地 に 関 連 す る環 境 問 題 と して,ピ グ ー は ドイ ツ西 部 の バ バ
リア地 方 に お け る ア クセ ス 権 の 確 立 につ いて 『厚 生 経 済 学 』 第2部 第1章 「序
説 」 で言 及 して い る(Pigou,1932p.129)。こ の 点 に ア ク セ ス 権 に 着 目 した
ミル か らの継 承 を 指 摘 す る こ と もで き よ う。
QO)「 特 別 な奨 励 」 と 「特 別 な 制 限 」 とい う語 を,ス ミス は 『国 富 論 』 に お い て,
自 由放 任 の もた らす進 歩 を 阻 害 す る もの と して,否 定 的 に 用 いて い る(Smith,
1981,p.68i)。 そ の た め ピ グー は,意 図 的 にス ミスの こ う した含 意 を逆 転 させ,
こ れ らの語 を肯 定 的 に 用 い て い るの で あ る。 ま た 「奨 励 金 と税 」 と い う表 現 か
らわか る よ う に,明 らか に こ こで は,マ ー シ ャル が 『経 済 学 原 理 』 第5篇 第13
章 「正 常 需 要 と正 常 供 給 の変 化 の理 論,極 大 満 足 説 の 関 連 」 におい て展 開 した,
「奨 励 金 と税 」 が導 入 され た 際 の 経 済 的 余 剰 の 分 析 が 踏 まえ られ て い る(Mar-
shall,1920,pp.468-470)o
(11)マ ー シ ャル が 王 立 労 働 委 員 会 に お い て,公 園 や 運動 場 な どの オ ー プ ンス ペ ー
スを 確 保 す る費 用 と して都 市 部 の地 主 へ 「強 制 的 な寄 付 」 を 行 わ せ る,と い う
考 案 を いつ 提 案 した の か につ い て は,資 料 上 の 制 約 で現 時 点 で は不 明 で あ る。
また 本 文 に挙 げ たマ ー シ ャル の 同委 員 会 委 員 の就任 期 間 はケ イ ンズの 「マー シャ
ル 伝」 に よ る(Keynes,1981,p.217)。当 然,空 気 浄 化 税 の 提 案 が な さ れ た
「経 済 学 原 理 』 第5版 が 出版 され る1907年 以 前 の こ と で あ る。
(12)こ の 点 に 関 して,ラ イオ ネル ・ロ ビ ンズ の1932年 の 『経 済学 の 本質 と意 義」
(初 版)に お け る規 範 科 学 と実 証 科 学 の 区別 を,ピ グ ー が1935年 の 「実践 経 済
学 』 で 受 け入 れ て い る こ と に着 目す る必 要 が あ る(Pigou,1935,p.lo7)。そ
こで は,ピ グー は 明 らか に ロ ビ ン ズ の同 書 第.6章4に お け る 「経 済 学 か らの 倫
理 学 の 排 除 」(Robbins,1932,pp,132-135)に同意 して い る。 しか しな が ら,
ロ ビ ンズ は 同書 で 「わ れ わ れ の 演 繹 に よ って キ ャ ビア を経 済 財 と み な し腐 肉 を
負 の 効 用 物(disutility)と み な す こ と を正 当 化 す る こ と は で き な い」 と述 べ,
こ う した 「個 々人 の 価 値 判 断(valuation)」 は(技 術 的 な事 実 と共 に)「 経 済
学 の一 貫 性(economicuniformity)の範 囲 外 に あ る」 と主 張 して い る(ibid.,
p.98)。 ま た こ こで い う 「負 の 効 用 物 」 と は,明 ら か に ジ ェ ヴ ォ ン ズ の1879
年 の 「経 済 学 の 理論 』 第2版 にお け るdisutilityの 概 念 を踏 ま えて い る。 そ し
て この ジ ェヴ ォ ンズ の概 念 と共 に,ピ グ ーの 『厚生 経済 学」 に おけ る 「負の サ ー
ビス」 概 念 も,「 個 々人 の価 値 判 断」 と して 経 済 学 か ら排 除 さ れ る べ き こ と を
ロ ビン ズ は暗 示 して い る。 よ って ピ グー が ロ ビ ンズ の 主 張 す る 「経 済 学 か らの





な社会観を正 しく継承しておらず,む しろ原子論的なそれを支持 しているので
はないかという,派 生的な疑問が浮かび上がる。他方,J.M.ケ インズは1938








し,実 践的には 「寄付」を推奨しており,ピ グーは後者を受け継いだと推察す
ることも可能である。




いて,コ ースは論文 「社会的費用の問題」 において指摘 している(Coase,





(16)こ こでいう,利 潤におけるある種の 「可滅的な(destructible)」 部分 とは,
土壌の壊れやすく(vulnerable)脆 い(fragile)性 質 に素材的な基礎を持 っ
ている。既に本文第2章 ㈲で言及 したように,リ カー ドに山来してピグーにま
で継承されている 「土壌の不滅な(indestructible)性 質」といった誤 った無
機的な土壌観からは,こ の可滅的な利潤は洞察 され得ない。それは,生 態系と
して土壌を捉える有機的な土壌観に立つことではじめて洞察可能となる。 とは
いえ,リ カー ド由来の土壌観に立ちながらも,ピ グーは土壌収奪問題に着 目す
ることで,結 果的に,土 壌の 「可滅性」 と当該問題における利潤の 「可滅性」
の理解に到達 しているといえよう。
(17)な おここでは自己の所有地および賃借地に埋設された廃棄物が地上および地




(18)借 地農業者の行 う土壌収奪に対 し地主側からなされる規制についてのピグー







(19)こ の点について,我 が国の土壌汚染対策法では第7条 および第8条 で規定し
ている。
(20)若 干付言すれば,土 地所有者が土壌汚染を伴う利用者と同一の法人組織であ





機能が,法 人それ自体(取 締役会)に,あ るいは投資家集団に求あられる。 し
かしながら,法 人が株式会社の場合,投 資家が短期的な配当利益を追求する限
り,土 壌汚染は隠蔽 されてその防止は進展 しない傾向にある。事態は汚染が地
下および地上の水系を介して隣接地に及び発覚するか,法 人の譲渡時および解
散時,あ るいは汚染用地の売却時に,当 該用地が買い手によって厳密に価値評
価されるまでは発覚 しない。 こうした限界は,土 地所有への公的な介入が困難
なために克服 され得えない。本文第5章(2>で 後述するように,企 業 自身の政策
として自発的な環境管理活動を推進すること以外に,一 般に土壌汚染が予防あ
るいは復元されることはないと考えられる。
参 考 文 献
BaumolwilliamJ.(1972),"OnTaxationahdthe.ControlofExternalities",
AmericasEconomicReview,VoL62
千 種 義 人(1979),『 ピ グー 』,日 本 経 済 新 聞 社
中央 環 境 審 議 会 他(2003),「 温 暖 化 対 策 税 制 の 具 体 的 な制 度 の案 」
CoaseRonaldHarry(1988),TheFirm,TheMarketandTheLaw,TheUniver-












加 藤 寛(1995),「A.C.ピ グ ー 」,日 本 経 済 新 聞 社 編 「経 済 学 の 先 駆 者 た ち 」 所 収
KeynesJ.M,(1981),"AlfredMarshall(1924)",inTheCollectedWritingsof
JohnMaynardKeynesX,MacmillanandCombridgeUniv.Press,London,














大 森 正 之(2002),「J.S,ミ ル に お け る 自 然 保 護 の 理 論 と 実 践 」 『政 経 論 叢 』70-5.6,
明 治 大 学
(2003),「 マ ー シ ャ ル に お け る 都 市 ア メ ニ テ ィ保 全 の 理 論 と 政 策 」 『政 経












don,気 賀 健 三 ・千 種 義 人 他,訳(1953-1955)『厚 生 経 済 学 』1～IV,東 洋 経
済
(1935),EconomicsinPractice,Macmillan,London,前田 新 太 郎 訳(19
53),『 実 践 経 済 学 』,金 星 堂
(1937),SocialismversusCapitalism,Macmillan,London,北野 熊 喜 男
訳(1952),『 社 会 主 義 対 資 本 主 義 』,東 洋 経 済 新 報 社
(1939),ThePoliticalEconomyofWar,Macmillan,London,大住 龍 太






Science,firstedition,Macmillan,London,辻六 兵 衛 訳(1957),「 経 済 学





椎 名 重 明(1973),「 近 代 的 土 地 所 有 』,東 京 大 学 出 版 会
(1984),「 マ ル ク ス の 自然 と宗 教 』,世 界 書 院
SmithAdam(198])AnInquiryintoTheNatureandCausesofTheWealthol
Nations,4thedition(1786),LibertyFund,Indianapolis
山 田 雄 三(1950),『 ピ グ ー 『厚 生 経 済 学 』』,春 秋 社
(1129)377
